
税効果会計

必要性

基本的な考え

差異の種類

範囲の違い 永久差異

認識時点の違い
期間差異 収益費用と益金損金の差

一時差異
会計と税務の資産負債の差

※一時差異の中には期間差異も含まれる

税効果会計の必要性

会計と税務では収益費用（益金損金）や資産負債のに差異がある
↓だから
①法人税が税前利益と基幹的に対応しない（PL上の問題）
②将来の法人税等の支払い額への影響が表示されない（BS上の問題）
↓そこで
①税前利益と法人税等を合理的に対応させ（PL上）
②将来への法人税等支払い額への影響額をDTA・DTLによってBSに表示する（BS上）
ために税効果会計が必要

税効果会計の方法

繰延法
会計上の収益または費用の金額と税務上の益金または損金の額に相違がある場合、その相違項目の
うち、損益の期間帰属の相違に基づく差異（期間差異）について、発生した年度の当該差異に対す
る税金軽減額または税金負担額を差異が解消する年度までBS上、DTAまたはDTLとして計上する。

資産負債法★
会計上の資産又は夫妻の金額と税務上の資産又は夫妻の金額との間に差異があり、会計上の資産負
債が将来回収又は決済されるなどにより当該差異が解消される時に、税金減額又は増額させる効果
がある場合に、当該さい（一時差異）の発生年度にそれに対するDTA又はDTLを計上する方法

両者の違い

税効果会計の基本的内容

税効果会計とは

会計上と課税所得計上の資産負債に相違がある場合（対象（状況））
↓
法人税等の額を適切に期間配分することにより（方法）
↓
税前利益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手続（目的）

税効果を認識する差異 一時差異等
一時差異

税務上の繰越欠損金

適用される税率
一時差異等が解消される期の税率
↓したがって
税率変更あれば再計算

個別上の税効果

個別FS上の一時差異

発生原因
収益費用の期間帰属の相違

課税所得に影響しない純資産増減（その他の包括利益をイメージすれば良い）

一時差異の種類
将来加算一時差異 将来の課税所得を減額 DTAを計上

将来原産一時差異 将来の課税所得を増加 DTLを計上

DTA・DTLの会計的正確
DTA 法人税等の前払

DTL 法人税等の未払

DTA・DTLの計上

計上が原則
↓but
将来回収or支払が見込まれない税金の額は除外しなければならない

但し、将来支払が見込まれない税金の額は超限定されるからDTLは基本全部計上する。
DTAは回収可能性を毎期判定する必要がある

繰延資産の回収可能性の判定
（いずれか1つ満たせば良い）

具体的判定
（いずれかを満たすかどうか）

タックスプランニングの存在

将来加算一時差異の十分性

連結上の税効果

連結固有の一時差異

意義 課税所得の計算には関係しないが差異が解消されるときに個別FS上の利益と一致するもの

例示

未実現損益消去

連結会社債権債務の相殺消去による貸引減額修正

資本連結の評価差額

連結上の会計方針の統一による資産負債の変動

連結上と個別上の投資額の差額

連結FSにおける特殊な税効果

未実現損益消去

特殊性
売却側（未実現利益発生側） 将来の税金の減額効果なし

購入側 一時差異は発生しない

会計処理

売却元で発生した税金額を繰延税金資産として計上し、当該未実現利益の実現に対応させて取り崩す

※税率変更があっても再計算不要（資産負債法の例外）

※税効果は土地建物等でその実現が長期間にわたる場合でも認識

一時差異の認識の限度
未実現利益 売却元の売却年度における課税所得を超えてはならない

未実現損失 売却元の当該未実現損失に係る損金を計上する前の課税所得額を超えてはならない

債権債務消去による貸引減額修正
パターン①貸引が損金算入限度内であった場合 DTLを計上する

パターン②貸引が損金算入限度超過であった場合 個別上認識したDTAを取り崩す

子会社への投資に係る税効果

投資時 投資に係る一時差異は発生しない

投資後 投資に係る一時差異が発生する
税効果を認識するもの 追加税金の発生する子会社留保利益

（配当受領時に差異が解消）

税効果を認識しないもの 上記以外は親子関係の解消するまで差異
は解消しないから税効果認識しない

計上方法・表示方法

税効果の計上方法

税効果の表示方法

DTA・DTLの表示区分
特定の資産負債に関連するもの 関連しさ資産負債の分類に基づく

特定の資産負債に関連しないもの 一年基準

DTA・DTLの相殺
原則：流動項目同士と固定項目同士で相殺する

例外：異なる納税主体のDTA・DTLは相殺不可

注記
年度FS 注記必要

四半期FS 注記不要


